
整備事業
Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

（岩手県　平成30年度）
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 （注）１　別紙様式１号の２のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の４の（２）のアのただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。
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H30年度は、天候の影響もあり米の収穫量が想定より減少したことも影響し、目標達成に至らなかった。しかし、当地域は、担い手への農地集積が進んできており、今後の施設取扱数量の増加が
見込まれることから、引き続き関係機関と連携し目標達成に向け支援を行っていく。
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　当事業による
施設稼働率は、
６月の日照不足
等の影響により
収穫量が減少し
たことから、
69.6％
（2,088t）の利
用率となった。
　今後は、担い
手への集積を進
めることによ
り、対象面積を
拡大し、施設利
用率の向上を図
る。
　また、下位等
級指数の削減の
ため、適切な水
管理や病害虫防
除等の栽培管理
を徹底するよう
指導していく。

　天候不良
等の影響に
より、収穫
量が減少
し、目標の
利用率に満
たなかっ
た。
今後は地域
担い手への
集積を進め
利用率の向
上を図ると
ともに、適
正な栽培管
理情報を提
供しながら
関係機関と
連携し目標
達成に向け
支援してい
く。

６月中旬
の低温寡
照の影響
により、
分げつの
発生が抑
制され、
利用者の
収量が減
少したこ
と等が影
響し利用
率が低下
した。

出穂は、
平年より
３日早

かったが
８月下旬
からの日
照不足に
より、登
熟が緩慢
になり未
熟米が多
い傾向と
なった。
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